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Ⅰ 国の動向
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１ 自治体戦略2040構想研究会
について（総務省HPを基に作成）
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（１）開催趣旨
今後、我が国が本格的な人口減少と高齢化を迎える中、住民の

暮らしと地域経済を守るためには、自治体が行政上の諸課題に的
確に対応し、持続可能な形で、質の高い行政サービスを提供する
必要がある。

このため、多様な自治体行政の展開によりレジリエンス（社会構
造の変化への強靱性）を向上させる観点から、高齢者（65歳以上）
人口が最大となる2040年頃の自治体が抱える行政課題を整理し

た上で、バックキャスティングに今後の自治体行政のあり方を展望
し、早急に取り組むべき対応策を検討することを目的として、総務
大臣主催の研究会を開催する。

（２）概要
平成29年10月から開催
平成30年４月 第１次報告
平成30年７月 第２次報告

＜参考資料１－１：自治体戦略2040構想研究会 第一次・第二次報告（概要）＞
＜参考資料１－２：第一次報告（本体）＞
＜参考資料１－３：第二次報告（本体）＞
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出典 自治体戦略2040構想研究会 第一次・第二次報告（概要）目次（参考資料１－１参照）
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出典 自治体戦略2040構想研究会 第一次・第二次報告（概要）１２頁（参考資料１－１参照）
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出典 自治体戦略2040構想研究会 第一次・第二次報告（概要）１３頁（参考資料１－１参照）



２ 第32次地方制度調査会の検討状況
について（総務省HPを基に作成）
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（１）諮問事項

人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃
から逆算し顕在化する諸課題に対応する観点から、圏域におけ
る地方公共団体の協力関係、公・共・私のベストミックスその他
の必要な地方行政体制のあり方について、調査審議を求める。

（２）これまでの開催状況

・第１回総会（平成30年７月５日） 諮問

・第１回～第７回専門小委員会
各行政分野の課題について意見聴取

・第２回総会（平成30年12月18日） 今後の課題について論点整理

・第８回～第20回専門小委員会
有識者や地方六団体等からの意見聴取、現地調査報告

・第３回総会（令和元年７月31日） 中間報告



9（参考資料２－１参照）

（３）中間報告の概要①



10（参考資料２－１参照）

（３）中間報告の概要②
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（４）今後の予定
今後、諮問事項のうち「圏域における地方公共団体の協力関

係」について、引き続き、専門小委員会における議論が予定さ
れています。

＜参考資料３：２０４０年に向けた横浜市の人口推計等関連資料＞

＜参考資料２－１：第32次地方制度調査会 中間報告(案)の概要＞

＜参考資料２－２：2040年頃から逆算し顕在化する地方行政の諸課題と
その対応策についての中間報告（案）＞



Ⅱ 県から横浜市への事務権限の
移譲について
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１ 県から市に移譲された主な事務権限

（１）法改正による事務権限の移譲
＜移譲事例＞

○大規模災害時の応急救助の実施
○県費負担教職員の給与等の負担・定数の決定、学級編制基準の決定
○農地転用の許可
○都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）
に関する都市計画の決定 など

（２）条例による事務処理の特例を活用した事務権限の移譲
平成12年の地方自治法の改正により創設された仕組みで、法改正することなく、

県条例に基づき、県知事の権限に属する事務の一部を、市が処理することがで
きる。（県市間で移譲に合意することが前提）
＜移譲事例＞

○一般旅券（パスポート）の発給申請の受理等
※横浜市への移譲時期は令和元年10月

○幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定
※法改正を受け、平成30年４月からはすべての指定都市に移譲

○医療法人の設立認可 など
＜参考資料４－１：地方分権改革の主な経緯＞
＜参考資料４－２：横浜市に移譲された主な事務権限等＞
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２ 県から市に移譲されていない主な事務権限

（１）子育て支援分野

私立幼稚園の設置認可権限 など

（２）都市計画・土木分野

急傾斜地崩壊危険区域の指定権限
一級河川（指定区間）・二級河川の管理権限
都市計画事業の認可権限 など

（３）福祉・保健・衛生分野

医療計画の策定権限 など

（４）安全・市民生活分野

高圧ガスの製造等の許可等権限
（特定製造事業所又はコンビナート地域に所在する事業所に係る）

液化石油ガス充てん設備の許可等権限 など
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３ 県との協議状況等

（１）副市長・副知事や局長レベルでの協議の場の設置
（平成24年６月～）

認定こども園に関する権限移譲に合意（平成27年４月移譲）

（２）「横浜市神奈川県調整会議」の設置（平成28年４月～）

・指定都市及び都道府県の二重行政の解消など、事務処理
を調整するための市長・知事の協議の場

・平成29年３月の第１回会議において、パスポートの発給申

請の受理等の事務移譲に向けて検討を開始することを合意。
（その後の市・県間での協議の結果、県条例の事務処理の
特例により、横浜市への移譲が実現（県条例は平成31年３
月改正、令和元年10月施行））



Ⅲ 横浜市と周辺７市の連携
（８市連携市長会議）について
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（１）目的
基礎自治体ならではの視点から、水平・対等の関係で、圏域全体の「行政サー

ビスの維持・向上」、「地域コミュニティの活性化」、「持続可能な成長・発展」等を
目指すことを目的とする。

（４）今年度の取組

・ 訪日外国人観光客向け英語マップの作成（Ｒ元.７）
・ 主に自治体間の連携や連携につながる施策（好事例）について情報共有

・ 2040年頃の課題の研究・検討、新たな連携施策等を検討するため国（総務省）
の委託事業「新たな広域連携促進事業」に応募し、選定（Ｒ元.６）（次ページ参照）

平成30年７月９日に「８市連携市長会議」を開催し、基本的な取組方針等を確認。
平成31年1月に「８市連携部局長級会議」を開催し、８市連携による当面の取組に
ついて合意。

（３）経過

（２）構成市

横浜市、川崎市、横須賀市、鎌倉市、藤沢市、逗子市、大和市、町田市
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※新たな広域連携促進事業とは

人口減少や少子高齢社会においても、全国の基礎自治体が
人々の暮らしを支える住民サービスを持続可能な形で提供してい
くため、地方公共団体間の新たな広域連携を促進することを目的
に国（総務省）が地方自治体に委託。

本市の事業概要

将来的に予想される人材不足や行政需要の変化、都市構造の
変化等の諸課題に対応するため、「８市の現状や2040年頃に想

定される共通の諸課題等についての基礎調査」や「８市の職員向
け合同勉強会」を実施するとともに調査結果に基づき、８市におけ
る今後の行政サービスの維持・向上を実現するための具体的な
連携施策や中長期的な協力関係について、検討・協議する。
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【参考】隣接市との主な連携事例

連携分野
川
崎
市

横
須
賀
市

鎌
倉
市

藤
沢
市

逗
子
市

大
和
市

町
田
市

災害時における相互応援に関する協定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

図書館の相互利用に関する協定 ○ ○ ○ ○ ○

待機児童対策に関する連携協定 ○

鶴見区と川崎市川崎区・幸区との包括連携協

定
○

サイクルスタンプラリーの共同開催 ○

マナー啓発と魅力発信のための案内看板の

設置
○

＜参考資料５－１：８市連携市長会議資料（平成30年７月９日）＞
＜参考資料５－２：８市連携部局長級会議資料（平成31年１月23日）＞
＜参考資料５－３：記者発表資料「訪日外国人観光客向け英語マップ 」（令和元年７月５日）＞
＜参考資料５－４：記者発表資料「新たな広域連携促進事業」の委託団体に選定（令和元年７月５日）＞



Ⅳ 大阪における大都市制度検討状況
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令和元年６月２１日（金）に、第１９回統一地方選挙後初となる「大都市制度

（特別区設置）協議会」が開催。

６月２１日

第24回協議会
・協議の進捗状況について
・各会派基本スタンスの表明
・今後の協議の進め方について

８月頃

第25回協議会
・協定書作成にあたっての各会派意見表明
→協定書のとりまとめに向けた意見や素案に対する具体的な修正
意見などを提案

21

※第24回協議会資料を基に作成

９月頃～

・各会派の提案内容等について委員間協議
・協定書記載事項について委員間協議（複数回）
・協定書（案）の方向性を確認→国との事前協議を開始
・協定書（案）の提示
・出前協議会の開催

令和２年度
４～６月頃

協定書（案）のとりまとめ

→総務省で審査
→協定書の決定
→府・市両議会の議決

令和２年秋～冬 住民投票
＜参考資料６：第24回大都市制度（特別区設置）協議会資料＞
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